
京都市廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例（抄） 

 

（事業用大規模建築物の所有者の減量義務） 

第２０条 事業の用に供する建築物で，その用に供する部分の床面積の合計が別に定める

面積以上であるもの（以下「事業用大規模建築物」という。）の所有者（区分所有に係

る事業用大規模建築物にあっては，事業の用に供しない部分のみの区分所有権を有する

者を除く。以下同じ。）は，当該建築物から排出される事業系廃棄物の発生抑制等によ

り，事業系廃棄物の減量を図らなければならない。 

（事業用大規模建築物の所有者の減量計画） 

第２１条 事業用大規模建築物の所有者は，毎年１回，別に定めるところにより，次に掲

げる事項を定めた所有者に係る事業系廃棄物の減量に関する計画（以下「事業用大規模

建築物減量計画」という。）を作成し，市長に提出しなければならない。 

(1) 当該建築物から排出される事業系廃棄物に関する次に掲げる事項 

ア 種類 

イ 発生量の見込み 

ウ 発生抑制等の方策 

(2) 前号に掲げるもののほか，市長が必要と認める事項 

２ 事業用大規模建築物の所有者は，事業用大規模建築物減量計画に従って，事業系廃棄

物の減量を図らなければならない。 

（廃棄物管理責任者） 

第２２条 事業用大規模建築物の所有者は，事業用大規模建築物減量計画の立案，事業用

大規模建築物減量計画に基づく事業系廃棄物の減量に関する業務その他事業系廃棄物の

減量及び適正な処理に関する業務を担当させるため，別に定めるところにより，廃棄物

管理責任者を選任し，市長に届け出なければならない。 

２ 前項の所有者は，廃棄物管理責任者に変更があったときは，別に定めるところにより，

その旨を市長に届け出なければならない。 

（事業用大規模建築物の占有者の協力義務） 

第２３条 事業用大規模建築物の占有者は，事業系廃棄物の発生抑制等により，当該建築

物の所有者が行う事業系廃棄物の減量に協力しなければならない。 

 



（事業用大規模建築物建築主の減量計画） 

第２４条 事業用大規模建築物の新築（建築物の床面積を変更し，又は既存の建築物の全

部若しくは一部の用途を変更することにより事業用大規模建築物とすることを含む。），

増築，改築又は移転（以下「新築等」という。）をしようとする者で別に定めるもの（以

下「事業用大規模建築物建築主」という。）は，別に定めるところにより，次に掲げる

事項を定めた新築等に係る建築物から排出される事業系廃棄物の減量に関する計画を作

成し，市長に提出しなければならない。 

(1) 新築等に係る建築物において行うことが予定される事業の内容 

(2) 前号の建築物から排出される事業系廃棄物に関する次に掲げる事項 

ア 種類 

イ 発生量の見込み 

ウ 発生抑制等の方策 

(3) 前２号に掲げるもののほか，市長が必要と認める事項 

２ 前項の規定による書類の提出は，次の各号に掲げる区分に応じ，当該各号に掲げる行

為の前にそれぞれ行わなければならない。 

(1) 当該建築物の新築等の計画が建築基準法第６条第１項若しくは第６条の２第１項

の規定による確認の申請又は同法第１８条第２項の規定による通知（以下「確認申請

等」という。）を要するものである場合 確認申請等 

(2) 当該建築物の新築等の計画が確認申請等を要しないものである場合 当該新築等

に係る工事の着手 

（廃棄物の保管場所の設置） 

第２５条 事業用大規模建築物の所有者は，事業系廃棄物の減量及び適正な処理を図るた

め，当該建築物，その敷地内その他適切な場所に，当該建築物から排出される事業系廃

棄物を保管するために必要な規模の保管場所（以下「保管場所」という。）を設置する

よう努めなければならない。 

２ 事業用大規模建築物建築主は，当該建築物，その敷地内その他適切な場所に保管場所

を設置しなければならない。 

３ 事業用大規模建築物建築主は，前条第２項各号に掲げる区分に応じ当該各号に掲げる

行為の前に，別に定めるところにより，前項の規定による保管場所の設置に関する事項

を市長に届け出なければならない。 


